
　「ふげん」は平成２５年３月、運転停止から１０
年を迎えます。期間中の大きな成果として
は、平成１７年に原子炉等規制法が改正された
後の使用済燃料を施設内に保有している原子
力発電所として初の廃止措置計画申請認可と
なり、それ以降の発電用軽水炉の廃止措置の
ひな型になったことです。さらに、重水炉特
有のトリチウムを含む系統の解体撤去時の被
ばく低減対策等の観点から、系統に残留する
トリチウムの除去方法を、試験を実施しなが
ら確立し、実系統のトリチウム除去工事に反
映してきました。また、タービン周辺設備の
解体工事では、安全に工事を進めながら、実
作業データを廃止措置計画評価システムに蓄
積しつつ評価を行い、システムの改良を行っ
ていることなど、この１０年間に種々の成果を
あげてきました。
　さらに、原子炉の解体技術開発としては、
国際会議での情報や文献調査等により、国内
外で実績のある切断工法の中から、アブレイ
シブウォータジェット、プラズマアーク、バ
ンドソー及びレーザ切断の４工法に絞込みを

行い、これらに関する技術や知見を蓄積して
きました。「ふげん」の原子炉は圧力管型構
造、狭隘で稠密な構造であることから、原子
炉の解体前にモックアップ装置により実証試
験を行うことを計画しており、狭隘な構造へ
の遠隔切断技術について、新たな知見が得ら
れると考えています。
　一方、原子力機構は昨年９月、福島技術開
発特別チームに炉内解体技術開発グループを
発足させましたが、「ふげん」の職員も本チー
ムの業務に取り組むこととなりました。福島
第一原子力発電所の原子炉内は、溶融燃料が
炉内構造物等と混在した状態で再凝固した燃
料デブリや溶融金属となっており、複雑狭隘
な状況にあると想定されます。このような状
態においても安全かつ確実に切断撤去作業を
進めるためには、炉内の状況に応じて、柔軟
に切断技術を選定する必要があることから、
「ふげん」が有する切断工法や知見の福島第一
原子力発電所での適用も視野に入れつつ、積
極的に技術の提案・提供をしていきたいと考
えています。
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１．�公益移行認定までの流れ

　平成２３年６月の公益移行の機関決定を受け
て約１年間の準備を行い、平成２４年８月に内
閣府の公益認定等委員会に対して公益移行認
定の申請を行いました。

　申請後は、約３ヶ月にわたり委員会事務局
との折衝（申請書内容の説明および指摘事項
に対する修正）を行い、平成２４年１１月２９日に
内閣総理大臣に対して「公益認定の基準に適
合すると認めるのが相当」との答申書が出さ
れました。

２．�公益法人への移行登記

　公益移行認定の「答申書」は、いわゆる内
定通知のようなものです。実際にはその後に
交付される「認定書」を受け、主たる事務所
の所在地では２週間以内、従たる事務所の所
在地では３週間以内に移行登記を行う（特例
民法法人の解散登記と名称変更後の公益法人
の設立登記を同時に行う）ことで、新制度に
おける公益法人になります。
　新法人の設立日は「移行認定日」ではなく、
「登記申請日」となります。移行登記日は法人
が任意に選べますが、年度途中に移行すると
“分かち決算”が必要となります。すなわち事
業年度を４月１日から翌３月３１日までとする
と、４月１日から移行登記前日までの特例民
法法人としての解散決算と、移行登記日から
３月３１日までの新法人としての決算をしなけ
ればならず、かなりの手間となります。
　そこで、この手間を避けるために、多くの
法人は４月１日の移行登記を目指しており、
������でも平成２５年４月１日に移行登記
ができるように準備を進めています。具体的
には、移行登記希望日が平成２５年４月１日で

RANDECにおける公益法人制度改革への取り組み（最終回）
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　前号（������ニュース　��．９２）では、内閣府の公益認定等委員会に対して平成２４年８月に
公益移行認定の申請を実施したことを報告した。今回は最終回として、委員会での諮問結果お
よび移行登記に向けての取り組みの概要を紹介する。

定例理事会で 
公益移行方針の承認H23.6

臨時理事会で 
最初の評議員選任方法の承認H23.12

最初の評議員選任方法に関する 
文部科学省の認可取得H24.2

定例理事会で 
定款等基本文書の審議H24.3

定例理事会・定時評議員会で 
主要文書承認、役員選任H24.6

最初の評議員選定委員会で 
最初の評議員の選任H24.7

電子申請により 
公益移行認定の申請H24.8.23

移行認定の答申H24.11.29

公益財団法人への 
移行登記・事業運営開始

H25.4.1 
（目標）

公益財団法人への 
「認定書」交付

H25.3.19 
（予定）
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あることを内閣府に届け出て、「認定書」の交
付をその２週間前（平成２５年３月１９日）にし
てもらうことにしました。

３．�移行登記に向けての準備

　平成２５年４月１日に確実に移行登記ができ
るように、移行登記申請書に添付する書類の
準備があります。定款や役員等の選任に関す
る議事録等の書面は既にあるものの確認とな
りますが、役員等（評議員、代表理事、理事、
監事）の就任承諾書や代表理事の印鑑証明書
（実務上は移行登記申請と同時に印鑑登録申
請を行うことになる）は新たに準備すること

が必要になります。

　その他、名称が変更になることから、名刺
や封筒、ホームページ、使用印鑑などの変更
も必要となり、漏れのないように早め早めの
準備に努めています。
　財団法人原子力研究バックエンド推進セン
ターとしての������ニュースは今回で最
後となりますが、次号からは新名称での公益
財団法人原子力バックエンド推進センターと
して発行される新たな������ニュースを
楽しみにお待ちください。

���
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　１月２１日（月）に東京都港区赤坂の三会堂ビ
ル石垣記念ホールにおいて、������主催
の第２４回「報告と講演の会」を開催しました。
当日は大変寒い中にもかかわらず、１４０名以
上の多数の皆様にご来場いただき、盛況に開
催することができました。

　初めに主催者を代表して菊池理事長からの
挨拶で、「昨年１２月に政権が交代し、原子力
にとって本来の姿に戻ってきたような感じを
受けております。世界が注目している中で、
日本のエネルギー政策で原子力をどのように
日本がハンドリングしていくかが、安全保障
にも大きく関わってくる問題であろう思って
おります。������は、本年４月から公益
財団法人に移行しますので、なお一層力をこ
めて、大学・民間から発生した低レベル放射
性廃棄物の物流システム事業準備等の事業を
進めてまいります。更に福島関連の除染技術
開発に努めてまいりたい」旨の挨拶をしまし
た。
　続いて、来賓としてご出席いただいた文部
科学省研究開発局原子力課長　生川浩史様か
らご挨拶をいただきました。ご挨拶の中で

「日本の原子力政策は、一昨年３月の東京電
力福島第一原子力発電所の事故を受けて、大
きな転換点にあるということが言えると思い
ます。昨年１２月の総選挙を受けて発足した安
倍政権では、関係閣僚からの発言にもありま
すように、前野田政権の革新的エネルギー環
境戦略については、�見直しをしていくこに
なるのではないかと考えております。バック
エンド対策については、全般的な取り組みを
行っていくという大きな方向性については、
仮に革新的エネルギー環境戦略が見直されて
も、基本的には変わらないのではないかと考
えております。このような状況を踏まえなが
ら、主に原子力に係る研究開発を担当させて
いただいている文部科学省としては、バック
エンド対策を福島原発事故対策および安全確
保に向けた基礎基盤研究と並んだ三本柱の中
の一本の重要な柱と位置付けて、重点的に取
り組んでいる」と述べられました。
　引続き特別講演に移り、大変お忙しいにも
かかわらず講演をお引き受けいただいた独立
行政法人原子力安全基盤機構理事長�京都大
学名誉教授�中込良廣様から「原子力と核セ

第２４回 報告と講演の会の開催

総　務　部
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キュリティ」と題してご講演をいただきました。
　ご講演では、主に原子力政策大綱での原子
力産業の国際展開と核セキュリティ、核物質
防護・核不拡散、核物質防護の変遷、������
と�������	の関係などについて講演されまし
た。特に日本人は、古来より基本的に取る奴
が悪いといった風潮が強いが、世界の風潮は
取る奴より取られる奴がもっと悪いというも
ので、核物質防護に対して認識が最も欠けて
いると強い口調で述べられた。また、２００１年
９月１１日の米国同時多発テロ事件以降、原子
力に対する脅威の中味が大きく変貌し、核物
質防護から放射性物質を含めた核セキュリ
ティへ変わり、日本が国際市場へ乗り出すた
めには、世界の現状を理解し、我が国が取る
べき核セキュリティを考えていかなければな
らないと述べられました。
　休憩の後、������の事業報告に移り、は
じめに秋山設備準備部長より、「研究施設等
廃棄物の物流システム事業開始準備」につい
てと題し、これまで実施してきた物流システ
ム事業の準備概要、本年４月の公益財団法人
への移行に対するこれまでの取り組みと今後
の予定について報告し、更に廃棄物処理委託
意思の確認結果の状況、ウラン除染プロセス
の検討および平成２５年度以降の事業計画につ
いて報告しました。
　続いて、菊池企画部長から、「福島環境回復
に係る������の取り組みについて」と題
し、この間、������が、原子力施設の廃止
措置および放射性物質の処理処分に関する調
査・研究を通じて培ってきた知見・経験を基
に、福島の環境再生が一刻も早く達成される
よう、積極的に関与してきた放射線・放射能

に関する啓蒙や放射能除染に係わる人材育成
の活動および除染技術と放射線の取り扱い技
術等に関する技術開発支援活動について報告
しました。
　さらに石堂参事から、除染技術の一つとし
て有効な候補と考えられる「高減容セシウム
除染技術としての亜臨界水熱爆砕処理」につ
いて報告しました。
　最後に榎戸東海事務所長から「東北・関東
地方の空間線量率評価のための自動車走行
サーベイ」と題し、日本原子力研究開発機構
からの受託により実施した、非常に広域の領
域を迅速に測定するためのツールとして京都
大学原子炉実験所が開発した������とい
うコンパクトな装置を車に搭載して測定した
事例について報告しました。
　閉会にあたり、澁谷専務理事からご来賓お
よびご来場の皆様方に謝辞を述べるととも
に、������が、今年は巳年ということでよ
く言われるように、古い皮を脱ぎ捨てて、新
しく一回り大きくなって成長できるよう、事
業に取り組んでいく決意を申し上げ、結びの
挨拶としました。

�������	
�����
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　当センター主催の第２５回原子力施設デコ
ミッショニング技術講座が平成２４年１０月３０日
に、東京赤坂三会堂ビル石垣記念ホールにお
いて開催され、８０名を超える各分野の方々が
参加されました。東京電力福島第一原子力発
電所事故の収束および環境回復が進む中、今
回の講座では、原子力発電所の廃止措置活動
に関する講演とともに、除染関連技術の開発
成果についても主要テーマとして選びまし
た。以下に各講演の概要を紹介します。
　まず、特別講演は（独）日本原子力研究開発
機構（以下、原子力機構）の宮本泰明主幹が
「東京電力福島第一原子力発電所の廃止措置
検討の現状について」と題し、廃止措置へ向
けた中長期ロードマップのポイントおよびサ
イト内で続く汚染水の処理、がれき撤去等の
放射性廃棄物管理状況を説明されました。改
めて事故の影響の大きさと困難な対応の現状
が紹介された。
　次に、中部電力（株）の仲神部長の講演で
は、「浜岡原子力発電所１、２号機の廃止措
置の現状と今後について」と題し、発電所の
津波対策工事計画と現状、１、２号機の解体
工事進捗、特に広範囲な汚染状況調査とその
方法、評価核種選定、廃止措置中の設備対応
等の技術と現状の詳細説明が行われました。
　原子力機構の打它課長代理は、「ふげん」の
廃止措置の現状を紹介されました。トリチウ
ムの除去、解体廃棄物の撤去、原子炉本体解
体技術工法（水中切断）の調査検討等の作業、
新設ホットラボを利用した材料の経年劣化調
査等が紹介されました。
　続いて、柳原敏福井大学客員教授の講演で

は、「廃止措置総論」と題し、ハードウエア―
としての廃止措置が注目される中で、適用技
術、シナリオ、経済性、再利用、廃棄物処分
を見据えた計画立案が必要なことが強調され
ました。
　注目技術の紹介においては、環境中のセシ
ウム除染技術開発の成果を紹介するもので、
一つは、亜臨界水熱爆砕処理による除染技術
について、（株）���コンサルティング神保
執行役員が汚染土壌からのセシウム分離の確
認試験の成果を、また、ナノカルシウムを用
いた放射性セシウムの磁力選別等による除染
技術開発の成果を、県立広島大学の三苫准教
授が報告されました。いずれも今後実証段階
を経て実用化が期待される技術です。
　������の宮坂靖彦氏は、東京電力福島
第一原子力発電所の燃料デブリの撤去に関連
して���－２炉心からのデブリ撤去実績、保管
状況、����や海外での炉内構造物の解体・処
理等の技術を総合的に見わたし、原子炉から
の燃料デブリの取出し方法の概念を提示した。
　最後に、物流システム事業準備室鈴木康夫
課長からは、大学・民間等から発生する研究
施設等廃棄物の物流システム事業準備の進捗
状況の報告があり、事業計画策定、要員計画、
設備準備、廃棄物データベースの構築等の内
容を紹介しました。
　以上の８件の講演を予定通り終了しました
が、ご講演では各講師の方々から最新技術と
情報を提供頂き、また、活発な質疑応答もあ
り、本講座を成功裏に進めることができまし
た。ここでお礼申し上げます。

第２５回原子力施設デコミッショニング技術講座の開催

情報管理部
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１．���ポンプの特徴

①このポンプは、エゼクターポンプ（�������	
����）の分類に入る。
②���ポンプの特徴は、通常の混気ジェット
ポンプの構造であり、洗浄機能を増やすた
め旋回構造部品を付加し、固体の洗浄性能
の向上を実現した。洗浄する固体は、岩
石、砂礫、高分子材質、木質、草木、布片、
その他固体ならば形状を問わずに洗浄が可
能である。
③この洗浄システムは、高圧システムが不
要、機器設備が簡単で運転が容易、二次廃
棄物が出ない、薬剤・危険物質を使用しな
い等、安全に利用でき、移動も可能なコン
パクトで実用的なものである。
④洗浄する物質の特性に合わせて、３相混相
流を旋回乱流状態で流動配管内に設定した
障壁へ衝突させて、より反応を促進させる
等の工夫も加味すれば、一層の性能向上が
期待ができる。

２．構造と性能

　機械的かつ物理的な流体エネルギーを固体

の洗浄力に変換し、同時に一部のエネルギー
が気泡バブルの発生と圧壊消滅を介して、ミ
クロ衝撃力やイオンラジカル（反応性遊離基）
に変換されて、放射性イオン元素の粒子から
の除染にも有効に作用する。
①液体の中に気体を自然吸引させ、流動洗浄
機能を改善する。（流体の流動壁面の摩擦
抵抗を低下させ流速を増加し、周辺に負圧
を誘発し物質を吸い込む現象を利用してい
る。
②液体・気体・固体の混合状態での搬送機能
向上と旋回および拡大・縮流構造の設計に
より微小バブル発生⇒旋回乱流と「液体・
気体・固体の３相旋回流」の中心部に「微
小バブルの生成・圧壊消滅事象を発生させ
物理的・化学的除染と電気的イオンラジカ
ル洗浄の機能向上」を実現している。
③流体圧力（混気ジェット流速）を従来の混
気ジェットポンプまで強く高めないで低圧
ジェットポンプで送液機能と洗浄機能を両
立させている事も特徴とする。（送水圧力
は従来の混気ジェットポンプが数十気圧に
達する場合もあるが、本���ポンプは数気

RANDECの事業・活動に関する近況報告

パートナーズ・ネットワーク会員　梶谷　幹男　
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　２年前の東日本大震災から立ち上がる福島の第一歩は、環境から放射線を除くこと、皆が生活
できる基盤を整備すること、そして住民の多くが再び故郷の良好な環境で生活できることであ
る。������では有限責任事業連合環境技術協会や他の企業と協力して、除染技術調査と開発
実証および廃棄物処理開発等に取り組んでいる。その中の１つが、���（�������	
���
���：
混気ジェット旋回流）ポンプの洗浄機能の実証試験であり、セシウム汚染土壌の除染試験であ
る。このシステムは、平成２３年度の内閣府や平成２３年度環境省の実証事業実施試験でも性能を
発揮した。ここでは除染システムの中心技術を構成する���ポンプの特徴や構造と性能等を述
べる。
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圧の圧力で多機能性を発揮している。）
④水中の物質を浚渫・搬送・洗浄・清掃でき
る機能がある。固体と液体の混合物に気体
を添加（自然吸引）し、固体を洗浄できる
機能がある。洗浄する固体は、硬度や強度
が広く分布していても洗浄力の制御が可能
である。（固体物質で表面形状や硬軟状態
は広く分布していても洗浄できる。）また、
穀物や果物のような食料、石や砂礫や泥状
の粒子物質等に吸引や洗浄の効果を発揮す
る。

３．���ポンプ構造等

　本来、ポンプは、機械的なエネルギーを液
体・気体の運動エネルギーに変換させる流体
機械で、圧力を高めたり減圧したり移動させ
ることに用いる。動物の心臓も１つのポンプ
の種類である。混気ジェットポンプは従来の
ポンプ概念を一新した気体を流体へ注入して
ポンプ機能を拡大したものである。更に
���ポンプは、洗浄機能を付加するために縮
流と拡流と旋回流を機能的に活用する。下図
にその概念を示す。
�

４．まとめ

①福島地区のセシウム汚染砂礫の水除染プロ
セスに、���ポンプと分級機と水処理設備
のプロセスを組合せ、最大で９０％台のセシ
ウム除染率効果を発揮した。
②次のステップとしては、試料の前処理に砂
礫等からの異物除去・試料粒度の調整を行
い、システムの主要プロセスの連続化、最
終廃棄物残渣の乾燥と保管等のプロセス整
備を図り実践的な技術として利用できる。
③プラントを複数試作し、福島県内を中心と
した地区毎に巡回移動して除染することに
より工学的データをさらに収集し、早急に
本システムの実用化を図りたい。
④本システムは砂礫や微粒子の洗浄等、他分
野での使用も期待できる。

③ 洗浄試料投入部

② 自然空気吸入

① 高圧水注入部
　 （駆動用水注入）

④ 管内気泡発生部

⑤ ３相・混合構造部
　 （ミキシング部）

分級機へ

�������	
�
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　平成２４年１０月、漢陽（ハンヤン）大学校政
治外交学教授金慶敏（キム・ギョンミン）博
士が休暇の合間を縫って当センターを訪問
し、韓国にとって今後重要となる原子力発電
所の廃止措置について、韓国の主要な関係者
に対し、日本の経験を提供いただけないかと
の依頼があった。
　金教授によれば、韓国の廃止措置計画の詳
細はまだ策定されておらず、これから検討に
入り国に提案する前の状況とのことであっ
た。金教授は、韓国の原子力政策、宇宙開発
政策に係る重要人物であり、日本の軍事力に
も造詣が深く、韓国の中・低レベル放射性廃
棄物処分施設の立地選定委員でもあった。
　金教授の依頼に応える形で、当センターは
平成２４年１２月５日、韓国ソウル蚕室（チャム
シル）で開催された韓国「原子力先進化フォー
ラム」において当センターの廃止措置に関す
る調査研究状況について、榎戸東海事務所長
及び筆者で講演を行った。
　国に提案する前段階ということで、定例の
公開会議ではなく、特別な非公開会議として
開催され、韓国側の出席者は韓国水力原子力
（株）（����）、韓国エネルギー技術評価
院、韓国安全技術院（����）、韓国原子力研
究院（�����）、斗山（ドゥーサン）重工業、

韓国研究財団、韓国原子力文化財団、
��������	
������������等、韓国の
廃止措置計画策定に係る主要メンバー十数名
であった。メンバーには若手が多く活躍して
いることが印象深かった。
　韓国側は、コリ１号機（１９７８年～）を始め、
現在原発の廃炉を考慮すべき時期が迫ってお
り、廃止措置計画の策定の準備を進めている
とのことであった。当センターの発表に対し、
熱心な質疑応答があり、特に、廃炉にかかる
費用を積算し、資金をどのように準備するか
が喫緊の課題と考えていること、日本の貴重
な経験から学びたいため、日本の協力を呼び
掛けていきたいとの積極的な姿勢があった。
　なお、本会議開催の半月ほど前の１１月２０日
付の韓国教育科学部（����、日本の文科省
に相等）のプレスリリースによれば、２０２５年
ごろの国際的な廃止措置市場への参画を目指
して、廃止措置技術開発、人材育成、当セン
ターと同様な「原子力廃止措置技術研究セン
ター」の設立に資金を投入することなどを発
表している１），２）。
　早くから廃止措置の研究を行ってきた我が
国の知見や利点をいまこそ活かし、当セン
ターが韓国の廃止措置の発展に微力ながら貢
献できればと思います。

���������	
�����������������

技　術　部　鈴木　康夫

参考文献

１）����、 �「�２�　� 」 �（プレスリリース、「第二回原子力振興
委員会」開催）（２０１２年１１月２０日）．

２）原子力環境整備促進・資金管理センター、諸外国での高レベル放射性廃棄物処分、海外情報
ニュースフラッシュ、韓国政府が使用済み燃料管理対策推進計画を策定（２０１２年１２月５日）．
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設備準備部　秋山　武康

�������	
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　������は４月から新たに公益財団法人
原子力バックエンド推進センターとして公益
事業活動を開始する。物流システム事業では
事業準備フェーズが完了し、事業開始フェー
ズにステージアップする予定である。
　今回、物流システム処理施設への追加を検
討している除染プロセスについて、除染技術
を評価・選定したので報告する。

１．除染プロセス検討の目的

　ウラン廃棄物の除染は、「放射性廃棄物最
小化の原則」遵守と処理・処分費用の低減を
目的とする。

２．検討内容

（１）検討の前提条件

・処理施設（基本設備）の主な仕様
　処理施設では全品開梱分別を行い、減容
処理・廃棄体化を実施する。処理能力は
２２００本（ドラム缶）�年で、３０年稼働
・除染対象の廃棄物
　処理対象廃棄物は約６７，０００本あり、ウラ
ン廃棄物が全体の約７０％を占め、コンク
リート類と金属類が多い。クリアランスレ
ベル（��注））が既に決定され、除染技術の
検討も進んでいる、金属系ウラン廃棄物
（表面汚染）を除染対象とした。
・除染技術の選定方法
　������の処理施設の特徴と事業目的
を考慮し、次の観点で評価する。
①クリアランス検認を満たす除染レベル
②技術的にある程度確立されたプロセス
③処理・処分費に比較して妥当な除染費
④除染に伴う副生物の発生が少ない

⑤特殊技能不要で容易な安定・安全運転
⑥長期にわたるメンテナンスの容易性

（２）評価対象のウラン除染技術

　現時点で実用に近く、ウラン除染に適用可
能と考えられる、物理除染（ブラスト除染、
超音波洗浄）、化学除染（浸漬法、硫酸浸出
法）、溶融除染（高周波溶融法）を評価対象
技術とした。

３．除染技術の選定結果

　除染技術は超音波洗浄を併用するギ酸によ
る化学浸漬法を選定した。この方式によるコ
スト低減効果は、一次評価ではあるが期待で
きるものであった。
　なおクリアランス検認用測定器には、電離
イオン測定器を一次選定している。

４．除染の適用例と今後の課題

（１）ウラン除染の適用例

・トレンチ相当廃棄物のクリアランス化
・クリアランス相当廃棄物に対する検認
・処分規制値を越える廃棄物への対応

（２）今後の課題

・除染～クリアランス検認までのシステ
ムの具体化と適用例ごとの詳細評価
・クリアランス化した廃棄物、回収ウラ
ン廃棄物の処分方法
・除染実施に際しての法規制の調査と対
応

注）ウランの��は１����で、��以下では放
射性廃棄物として取り扱う必要がない。
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東海事務所　榎戸　裕二
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　当センターは、（独）日本原子力研究開発機
構（以下、原子力機構）の公募による役務契
約として、東京電力福島第一原子力発電所か
ら放出された放射性物質の広域にわたる蓄積
状況を把握するため、自動車走行による放射
線測定を実施した。自動車を用いた走行サー
ベイは、①道路周辺の空間線量率を連続的に
測定し、地上に蓄積した放射性物質からのガ
ンマ線を迅速かつ詳細に把握できること、②
一定期間後の同一場所での空間線量率比較に
よりその変化を確認できる、③測定した道路
上の空間線量率と道路から数百メートルまで
の場所の線量率とに一定の関連がある、など
の特徴があり、航空機による測定などととも
に国の重要な線量率測定の手法となってい
る。以下に走行サ―ベイの実績を述べる。
（なお、本事業は文部科学省が原子力機構に
委託した事業である。）
（１）測定方法と走行方法

　測定は、自動車に���シンチレーション検
出器を用いた簡易型走行サーベイシステム
������－Ⅱを搭載し、所定のルートを走行
しながら３秒毎の空間線量率データと���
による測定位置情報を収録し、３０秒毎に原子

力機構のデータ収集用サーバに自動転送す
る。同機構のサーバで��������	
��の地図上
にプロットされた線量率、位置及び走行軌跡
は数分の遅れはあるが、走行中の測定者にイ
ンターネットで伝えられ、ルートの逸脱、測
定器の異常が確認できる。�走行は、同一車
種の乗用車１０台により、運転者と測定監視兼
走行責任者の２人一組で公道を各車一日当た
り平均約３００��を走行する。今回は台風の時
期を挟みその前（８月中旬開始）、約２ヶ月後
の２回（各３週間）で行った。図１に
������－Ⅱを搭載したトヨタヴィッツ車、
図２に走行ルートの一例を示す。
（２）走行結果

　第一回目の走行総距離は約４万６千��（約
３３０���台・日）であった。第２回は約３万５
千��（２８０���台・日）となった。走行順序等
の最適化によって重複部分をできるだけ少な
くした結果である。なお、本報告は原子力機
構のご好意により発表するものである。
（３）空間線量率測定結果の閲覧

　本走行サーベイによる測定結果の詳細は文
科省��“���������	
����

�����������������”
内の「第４次走行サーベイ結果」を参照下さい。

�������	���������	
� �������	
���������
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海外技術情報

パートナーズ・ネットワーク会員　姫野　嘉昭
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１．����の概要

　����（�������	
�����	�����	���
�
���������	
���）は改良型ガス炉���の原型
炉で、約２０年の運転を経て、英国初の発電用
ガス炉の廃止措置施設（即時解体）として解
体に入った。表１に廃止措置のスケジュール
を示す。
　当初は敷地開放までが計画されたが、炉容
器だけの解体に変更された。補助建屋が廃棄
物処理施設に改造され、格納容器の中は、中
央に炉容器が、上部に蒸気発生器４機があ
る。主な仕様などは次の通りである。
炉　　型：グラファイト減速炭酸ガス冷却炉
電気出力：３３���
格納容器：直径４１�
炉 容 器：高さ１６．３�、直径６．５�、

肉厚７６��、総重量約８２０�．
炉　　心：グラファイト８層と２５３本の燃

料チャンネルで構成

　炉容器回りを図１に示す。炉容器は上から
ホットボックス（高温ガスプレナム）、中性子
遮蔽体、炉心、ダイアグリッドなどで周囲は
コンクリート製の生体遮蔽で囲まれている。

２．解体の概要

　１９８２年から燃料取り出しが始まり、次いで
炉容器の上部から下部に向かって順に１０段階
で解体が進んだ。

遠隔操作解体機（���）

　放射線レベルの高い部分の解体は、石油産
業の技術を活用した多関節の油圧駆動マニュ
プレータ付きの遠隔操作解体機（���、写
真１）が使用された。このように、コスト削
減のために一般産業技術の利用が図られた。
廃棄物収納ボックス

　廃棄物用に専用の鉄筋コンクリート製ボッ
クス（２．４�×２．２�×２．２�）が製作された。そ
のサイズは、熱遮蔽板とグラファイトのブ
ロックを解体することなく収納できる大きさ
から決められた。

３．各段階での解体概要（炉容器まわり）

　手作業と遠隔操作解体機を使い分け、グラ
ファイト炉特有な炭素粉塵対策には、吸気清
浄設備を仮設するなどして進められた。
第１段階：準備作業。炉容器のダクト貫通孔
を工具や廃棄物の出し入れ孔に改造するな
どの準備作業と廃棄物処理施設への建屋改
造などが行われた。
第２段階：燃料取り出し。原子炉チャンネル
内に仮保管されていた制御棒等の廃棄物も
平行して手作業で取り出された。
第３段階：ホットボックス解体。固定されて
いる２５３本の燃料チャンネル管などと共に
手作業でプラズマアーク切断された。
第４段階：実験用燃料チャンネル６本の撤去。
長年の照射で放射線レベル（中央部で
１２０�����）が高い。切り屑飛散防止のた

　英国の「����プロジェクト」が完了したので、最新報告を基にその概要を紹介する。
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め、水圧切断機で裁断された。
第５段階：炉容器上部の解体。付近の線量が
低かったため、予定の遠隔操作に代わっ
て、グラファイトと熱遮蔽用の積層板で製
作された中性子遮蔽体などが手作業で解体
された。
第６段階：炉心構造物の解体。８層のグラ
ファイトブロックで構成されていた炉心
を、遠隔操作解体機で分解して、ブロック
を取り出すなどして解体された（写真２）。
第７段階：炉容器内の炉心周囲の熱遮蔽の撤
去。多層板で出来ていて、長期の使用で板
が相互に固着している可能性があった。退
職スタッフと共に事前調査し、その可能性
の無いことを確認した上で引き上げが行わ
れた。遠隔作業。
第８段階：炉内構造物の支持構造の解体。グ
ラファイト粉塵による爆発を回避するた
め、仮設の換気系で粉塵を除去しながら、

プロパントーチで遠隔解体された。
第９段階：山場の原子炉容器解体撤去。遠隔
操作解体機に取り付けたカッター及びプロ
パンガス切断機で解体された（写真３）。
第１０段階：熱カラムと外側換気膜の解体。原
子炉運転中に生体遮蔽を強制冷却していた
これらの遠隔撤去をもって、解体は２０１１年
５月に終了した。

おわりに

　����は運転停止後２０年で解体が完了し、
安全かつ受容可能なコストと被ばく線量で即
時解体できることを実証した。英国では２９基
のガス炉が廃止措置中で、国内電力の１９％を
発電している現役の１６基も���の１基以外
はガス炉であって２０２０年代に廃止措置に入る
ため、本プロジェクト成果がこれらの廃止措
置に活用されよう。
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三菱原子燃料株式会社　廃棄物技術管理室　麓　　弘道
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１．米国の放射性廃棄物処分場

　米国では放射性廃棄物処分場として、過去
７つの処分場が認可された。その多くは既に
閉鎖され、２００２年時点では、１９６６年に操業開
始したワシントン州のリッチランド低レベル
廃棄物処分場（��エコロジー）、１９７４年に操
業開始したサウスカロライナ州のバーンウェ
ル低レベル廃棄物処分場（ケムニュークリア
システムズ）、２００１年に操業開始したクライブ
処分場（エンバロケア）が運営されていた１）。
　今回紹介する�������	
��	�������������社
（以下、���社）が運営する放射性廃棄物処
分場は、２０１２年４月２７日に操業を開始した最
新の処分場である２）。

２．����社について

（１）���規制免除放射性廃棄物の処分施設

　���社は約１７年前に放射性廃棄物、有害
廃棄物の処理・処分を目的に事業を開始し、
先ずは資源保護回復法（��������	
����������	
�������	
�������、以下、�����法）に基づ
き有害物質の処分を始めた。また、放射性廃
棄物の処理と貯蔵の事業を開始すると共に、
石油・ガス関連の����廃棄物について、
���の規制から免除された廃棄物（以下、
����廃棄物）の埋設処分を実施してきた。
（２）製錬・精製副生成廃棄物の処分施設

　����廃棄物の処分に続き、���社はウラ
ン、トリウムの製錬・精製に伴う副生成物（���

�������	
������，原子力法の１１章�（２）に定義
されていることから１１�（２）廃棄物と呼ばれ
る。以下１１�（２）廃棄物）の処分を申請し、
２００８年５月に認可されている。実際には
���の環境修復計画で優先度の高いオハイ
オ州のフェルナルド製錬・燃料工場跡地のサ
イロに貯蔵されていた高濃度の１１�（２）廃棄物
を処分するために２００９年の秋に申請を一部改
訂して、この���の１１�（２）廃棄物を処分した。
（３）低レベル放射性廃棄物の処分施設

　低レベル放射性廃棄物の処分施設につい
て、���社は２０００年頃から計画を進めてき
た。この処分施設は民間の低レベル放射性廃
棄物処分施設（以下、���施設）と連邦政府
の低レベル放射性廃棄物処分施設（以下、
���施設）という２つの異なる処分施設につ
いて一つの申請で認可するという認可方法を
取っている。���施設では、テキサスコン
パクトとして、メイン州とバーモント州とテ
キサス州の放射性廃棄物を処分する予定とし
ていたが、メイン州は２００４年にテキサスコン
パクトから退会している。受け入れる廃棄物
分類としては、米国放射性廃棄物基準のクラ
ス�、クラス�、クラス�の廃棄物を受け入れ
る。���社は２００７年５月に申請書を州政府
に提出し、２００９年９月に認可を得た。その
後、２０１０年１月に一部改訂の申請をして、
２０１２年４月に���社は低レベル放射性廃棄
物処分施設の操業を開始した２）。

　米国では低レベル放射性廃棄物処分場としては、２００１年のクライブ処分場の操業以来となる
低レベル放射性廃棄物処分場がテキサス州アンドリューで２０１２年４月に操業を開始した。この
処分場では民間放射性廃棄物と連邦放射性廃棄物を受け入れる。申請に当たり１万年と１０万年
の評価期間について安全評価を行う等、制度面でも注目されている。
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３．処分場立地

　テキサスアンドリュー���社処分施設は
テキサス州とニューメキシコ州との州境に位
置する。米国の有害廃棄物の処分施設を示す
地図で、���社処分施設の位置を図１に示
す３）。

４．処分施設の概要と安全評価

（１）����廃棄物処分施設と１１�（�）廃棄物処

分施設

　����処分施設（以下、����施設）と低
レベル放射性廃棄物処分施設（���施設、
���施設）の配置を図２に示す４）。
　����施設に隣接して低レベル放射性廃棄

物処分施設が立地していることが分かる。
　����施設では���の規制から免除され
た放射性廃棄物を処分している。免除された
物質としては以下のようなものがある４）。
�　３０���（１．１��）��以下の濃度のラジウム
�　０．０５��％以下のトリウムとウラン
�　劣化ウラン
�　マグネシウム�トリウム合金
�　��－２４１を含む煙探知機
�　２０，０００��（７４０����）の時計文字盤
�　��－１３７と��－２４１で汚染されたアーク

ファーネスのダスト
　����施設で処分された廃棄物の約半分が
免除された放射性廃棄物である。受入れた
���規制免除廃棄物の濃度を保守的に評価す
ると����施設の閉鎖時の平均放射能濃度と
インベントリーが表１のように評価される４）。

　１１�（２）施設は����施設、���施設に隣接
する図２の左上に位置する。この施設では、
放射能濃度の高いフェルナルド製錬・燃料工
場跡地のサイロに貯蔵されていた高濃度の
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１１�（２）廃棄物濃度を参考として処分施設のイ
ンベントリーを算出した。表２にその結果を
示す。
　これらのデータを用いて����施設の線量
評価が実施された。評価には������コー
ド（�������	
��������
����
���������

�������	
����）が用いられた。評価条件を
表３に示す。

　評価は１０，０００年までの最大線量と１００，０００
年までの最大線量として示されたが、����
施設、１１�（２）施設共に０（�����年）との結果
となり、線量的には低レベル放射性廃棄物処
分施設への影響はないことが確認された。
（２）低レベル放射性廃棄物処分施設（���施

設、���施設）について

　���社は低レベル放射性廃棄物処分場の
評価書を２００７年に提出したが、テキサス環境
品質委員会（�������	

������	�����	
�����
�������，規制をテキサス州保健サービス局か
ら引き継いだ委員会）からの指摘を反映し、
評価コードを変更して、再度評価書を提出し
た５）。線量評価結果は、改訂前の評価書でも
改訂した評価書でも、一般公衆の２５０μ���
年、作業者の５����年に比べるとはるかに
小さい値であると考えられた。
　改訂に当たっては固有の認可条件を満足し
ていることを示すのみではなく、新たに得ら
れた地質学的見解や分配係数を改訂してい
る。最も関心のある廃棄物からの流出につい
ては、廃棄物と廃棄体母材との相互干渉も考
慮している。

　分配係数について、���社はテキサス環
境品質委員会に承認されたサイト固有の分配
係数を持っている。これはバッテル・パシ
フィック・ノースウェスト・地域ラボラトリー
が測定したもので２００９年に文書にまとめられ
ている。多くの媒体について、�－１４や��－３６、
��－９９、�－１２９といった核種の分配係数として
０を提案しており、コンクリートやモルタル
が大量に共存することで高い��が期待され
る廃棄ユニットについてのみ０でない分配係
数を用いるように推奨している。
　改訂に当たり、確率論的計算コードである
�������や決定論的地下水流の解析コードと
し て������や�������－��������
を用いた。
　今回の改訂には、将来の気候変動や評価期
間中の最大ピークに関する検討がなされてい
る。評価期間について、規制の要求は将来
１，０００年まで、あるいはピーク線量が現れる
場合のどちらか長い方とされている。気候変
動については、最近５７年間のニューメキシコ
気候観測所のデータに基づき、より湿度の高
い気候変動を想定して５７年ごとに１００回コン
ピュータで繰り返し計算し、５，７００年間のシ
ミュレーションを行った。評価結果は施設浸
入水量の評価としてまとめられ、気候変動を
考慮しても当初の評価での浸入水量１���年
という設定よりも実際の施設侵入水量は、は
るかに小さい値であると結論された５）。
　核種の移行については処分場から人が関与
する環境までの移行経路として、大気、表層
水、地下水、土壌、生態系経緯といった経路
を考慮して線量に変換している。例えば、閉
鎖後の跡地居住については、エアボーンによ
る核種の吸入、地下水利用、処分場からの塵
の分散等による外部被ばくについて評価して
いる。
　評価結果をまとめて表４に示す。最も重要
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な経路は侵入者の居住であり、汚染された地
下水を飲用し、汚染された地下水で栽培され
た自家栽培の野菜を消費し、同じく汚染され
た地下水で育てた家畜を消費する。１００，０００
年以上の線量計算は、そのような長い期間で
は極めて不確実性が高いことから実施しな

かった。１，０００年をはるかに超える期間でも
２５０μ���年という線量目標を満足している
ことは、テキサス環境品質委員会のガイダン
スに沿ったものであると考える５）。

５．�まとめ

　数万年後までの評価を考えても、２５０μ���
年という許容線量に比べて改訂した評価書に
おいて評価された線量は、はるかに小さい値
であることが確認された。���の有害大気
汚染基準では大気経路の被ばく量を１０�����
年（１００μ���年）としているが、気体の放射
性核種による線量はこの線量限度を大幅に下
回っている。ラドンの散逸率もウランのミル
テーリングを定める環境基準４０���１９２の値
２０���（０．７４��）��２����と比較したが、これも
厚い覆土により限度をはるかに下回る値で
あった５）。
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事業計画部　泉田　龍男

�������	
�������������������

　２０１２年１２月に行われた���会議（欧州原子力学会）において、フランスの最新の放射性廃棄
物処分と原子力施設の廃止措置の実施状況が報告された。フランスでは第一世代の原子力発電
施設が運転寿命を迎えて解体処理が開始されており、そのための極低レベル廃棄物処分施設が
建設・操業されている。また、再処理施設からの高レベル廃棄物の処分施設が具体化しており、
これらの最新情報を���会議の発表論文１）から紹介する。

１．原子力サイクルと放射性廃棄物

　フランスの原子力サイクルの考え方は、経
済的に成り立つ範囲で再生可能なものは全て
再利用することにある。サイクルは、ウラン
鉱石採掘から始まり、化学処理、�－２３５の濃
縮と燃料製造、原子炉での数年間の使用後に
ラ・アーグの�����の再処理工場で再処理
される。再処理で抽出されたウランとプルト
ニウムは���燃料として再利用される。こ
れらの全工程で放射性廃棄物が発生する。フ
ランスでは、これらの廃棄物を処分方式に応
じて区分している。処分方式は、現在と将来
にわたって放射性核種から環境と人間を守る
設計となっている。
　放射性廃棄物は以下の３種類に区分してい
る。
①原子力施設の運用により発生するグロー
ブ、オーバーシューズ、洗浄物、フィル
ター、イオン交換樹脂及び使用済み機器な
どの短寿命で中間的な放射性レベルの廃棄
物。これらはオーブ処分施設（�����）
で処分される。
②使用済み燃料の再処理プロセスで発生する
高レベル廃棄物。核分裂生成物、マイナー
アクチノイド、ハルエンドピースや燃料構
造物の圧縮体などであり、高レベルまたは
長寿命な放射性核種で構成されている。
２０２５年からムーズ���������	
�����と呼

ばれる粘土層に地層処分される予定である。
③主に原子力施設の解体によって発生する各
種の撤去機器や瓦礫及び金属スクラップな
どから構成される極低レベル廃棄物。これ
らはモルビリエの極低レベル廃棄物処分施
設（�����）で埋設処分される。

　上記以外の第４の放射性廃棄物も存在して
いる。それは初期のガス冷却型黒鉛原子炉の
解体廃棄物と希土類元素生産で生じた鉱石の
処理残渣である。この廃棄物は放射能レベル
は低いが、�－１４、��－３６、��等の特に寿命の
長い核種を含んでいる。

２．放射性廃棄物の法制度上の枠組み

　フランスでは、非常に早い段階に浅地層処
分を選択した。最初の放射性廃棄物処分施設
は１９６９年に開設された。この施設では、原子
炉の運転や研究施設で発生する短寿命の低中
レベル廃棄物のほとんどが処分された。処分
量は２５年間で５２７，０００�３である。１９９２年に容
量百万�３の�����が新たに開設され、フラ
ンスの発電炉からの短寿命・低中レベル廃棄
物すべてを受け入れることができる。
　容量６５０，０００�３の�����が２００３年に開設さ
れた。今後の原子力施設の解体廃棄物を受け
入れるものであるが、２０２５年に容量の見直し
検討を行う予定である。並行して、再利用等
による廃棄物の減容も実施されている。
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　１９６９年以来、放射性廃棄物管理に関する法
制度も徐々に整備されてきた。特に安全に関
する要求事項が明らかにされてきた。例え
ば、処分施設の要件、廃棄物の安定性と処分
施設への受け入れ要件等である。多くの文書
が原子力安全機関（���）から公示され、放
射性廃棄物の管理運営のガイダンスを提供し
ている。
　放射性廃棄物管理の法制度は、多くの研究
開発と強力な政治主導に基づいて整備されて
きた。高レベル廃棄物と長寿命廃棄物の管理
のための研究開発の法律が１９９１年に制定され
た。研究成果の評価が１５年後に実施され、地
層処分が技術的に可能であることが示され
た。それは、���������	
�����と呼ばれる粘
土層での処分により長期間の安全が保障され
るというものである。引き続いて公開討論が
実施され、２００６年に新法が制定された。公開
討論会での要求に従い、新法の対象は全ての
放射性廃棄物に拡大された。２００６年の新法で
は、放射性物質及び放射性廃棄物の管理計画
は３年ごとに公開することになっている。そ
の管理計画は、既存の放射性物質及び放射性
廃棄物の管理方式、貯蔵と処分施設の将来的
な必要性を評価すると同時に、これらの施設
の必要容量と貯蔵期間を明らかにし、また、
まだ最終的な管理方式が決まっていない廃棄
物を明示することになっている。国の計画で
は、放射性廃棄物管理に関する調査・研究に
より新たな放射性廃棄物の管理方式、施設の
建設及び既存施設の改造等を計画している。
また、その計画は以下のガイドラインに従う
こととなっている。
・放射性廃棄物の毒性及び数量の低減
・放射性廃棄物の処理や処分前の貯蔵
・放射線防護の観点から浅地層処分できない
廃棄物の地層処分
　国の計画は、政府によって作成され、議会

に提案されて公開となる。それは放射性廃棄
物のインベントリーが基本であり、３年ごと
に見直し、�����が公開する。最新版は、
２０１２年７月に公開されており、インターネッ
トで入手できる。このような国の方針を公開
することは、２０１１年の使用済み燃料と放射性
廃棄物に関する��指令でも要求されている。

３．施設解体の制度

　運転寿命を迎えた原子力施設は、通常の工
業施設と同様に敷地解放や再使用の前に解体
される。この原子力施設解体に関する制度
は、２００６年の原子力の安全と透明性に関する
法律の中で示されている。基本的な原子力設
備建設の許可は、その設備の将来の解体を事
前に検討していることが要件となる。解体時
に発生する放射性廃棄物の処分の検討も含ま
れる。また、解体費用、モニタリング費用、
敷地解放のための費用及び廃棄物処分費用も
見積もっておく必要がある。
　原子力施設の廃止措置と解体作業の実施に
は許可が必要である。そのためには、規則に
従って作業者と公衆の被ばく防護と環境保護
計画を作らねばばらない。許可申請は、施設
の運営者が行い、���が審査する。
　施設解体時の安全は、施設運営者が第一に
責任を持つ。���は、施設ごとに運営者の組
織と解体の方法が適切であるかどうか判断す
る。

４．放射性廃棄物の管理

　現在フランスには下記の３つの処分施設が
ある。
・ラ・マンシュ処分施設
２００３年から３００年間の監視段階に移行して
いる。
・オーブ処分施設（�����）
毎年１２，０００～１５，０００�３の短寿命の中低レベ
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ル廃棄物を受け入れ中。大型機器にも対応
しており、���が交換した���圧力容器
塔頂部も処分している。
・モリビリエ処分施設（�����）
施設の解体時に発生する極低レベル廃棄物
を受け入れている。
　図１に操業中の�����及び�����施設
の外観を示す。
　高レベル廃棄物と長寿命核種の廃棄物は、
２００６年の法制で、地層処分される予定であ
る。１９９４年にサイトでの試験研究が組織さ
れ、１９９９年からビュール県のムーズ�オート
マルヌ地下実験施設が開設され、そこでの研
究成果が�����地層処分プロジェクトへの道

を開いた。�����地区の地下立地は政府承認
され、地上施設は地方議会で議論されてい
る。図２に処分施設の概要を示す。廃棄物の
処分は、深さ５００�の���������	
�����層と
呼ばれる粘土地層で実施される。地下施設へ
のアクセスは立坑で、廃棄物は長さ５��の傾
斜路で行う予定である。
　このプロジェクトはまだ設計段階にある。
２０１３年に公開討論が行われ、その後に立地が
決定され、施設建設と運営の許可申請が２０１５
年までに行われる予定である。２０１６年に議会
で審議され、許可を受けた後に２０１９年から建
設開始、２０２５年操業予定である。

�������	
�������������

�������	
����������	
����
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５．原子力施設の解体状況

　フランスでは１９６０年代に原子力産業が拡大
し、この時期に建設された施設が寿命を迎え
運用が停止されている。２０１０年現在、初期の
発電炉８基を含む３０以上の施設において廃止
措置が実施中である。
　原子力施設の解体は、長期間の作業、プロ
ジェクト管理（多種の作業の調整、技術の保
持等）に関する施設運営者の能力が必要であ
る。放射性廃棄物は除去され、施設は解体・
除染されねばならない。これらの作業にあ
たっては以下の問題に十分に対応する必要が
ある。
・解体作業者の被ばく評価
・放射性廃棄物の管理
・施設解体作業の通常のリスク管理
・設計書、運転知識及び技術の喪失リスク
・不充分な監視による環境公害リスク
　フランスの多くの原子力施設が運転寿命に
近づいており、施設解体の専門部門の設置が

必要となってきた。原子力部門を持つ従前か
らの会社は、施設解体のサービスを提供でき
る能力を備えている。例えば、�����、�����
���������	�
、����及び��������であり、
これらは���（フランス原子力庁）や���
（フランス電力庁）等の主要な組織の施設解体
をサポートしている。また、建設業界の解体
部門も放射線に関わる業務を提供しており、
多くの経験を積んでフランスはもとより海外
に も 展 開 し て い る。そ れ は、�����、
�������、�����、���������	、����、
��������	等の会社である。

６．まとめ

　フランスは過去４０年以上の原子力開発の経
験を踏まえ、高レベル、中・低レベル、極低
レベル廃棄物の処分を具体化した。特に高レ
ベル廃棄物の処分では世界をリードしてい
る。また、極低レベル処分場を操業したこと
で原子力施設の廃止措置の環境が整えられた。
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�０
７
�３
１

モ
ン
ダ
レ
ー
�
�
４

１７
２０
３２
年

安
全
貯
蔵
準
備
作
業
中

安
全
貯
蔵

�
�
�

５０
０
�
�

１９
６９
�０
６
�０
１
～
１９
９０
�０
４
�１
８

サ
ン
ロ
ー
ラ
ン

－Ａ
１

１８
２０
２８
年

�
�
�

５３
０
�
�

１９
７１
�１
１
�０
１
～
１９
９２
�０
５
�２
７

サ
ン
ロ
ー
ラ
ン

－Ａ
２

１９



－　２４　－

廃
止
措
置
完
了

（
予
定
）
時
期

廃
止
措
置
現
状

廃
止
措
置

方
式

炉
　
型

電
気
出
力

（
グ
ロ
ス
）

運
　
転
　
期
　
間

施
　
　
設
　
　
名

国
�
�．

２０
２６
年

�
�処
理
継
続

即
時
解
体

�
�
�

１２
４１
�
�

１９
８６
�１
２
�０
１
～
１９
９８
�１
２
�３
１

ス
ー
パ
フ
ェ
ニ
ッ
ク
ス

フ
ラ
ン
ス

１２
基

２０
２０
２３
年

「
最
終
運
転
停
止
段
階
」
で
燃
料
撤
去

即
時
解
体

�
�
�

１４
２
�
�

１９
７４
�０
７
�１
４
～
２０
１０
�０
２
�０
１

フ
ェ
ニ
ッ
ク
ス

２１

２０
１２
年

解
体
中
、
サ
イ
ト
の
部
分
解
放
済

即
時
解
体

�
�
�

４４
０
�
�

１９
７４
�０
７
�０
２
～
１９
９０
�０
２
�１
４

グ
ラ
イ
ス
バ
ル
ト

－１

ド
イ
ツ

２７
基

２２
�
�
�

４４
０
�
�

１９
７５
�０
４
�１
４
～
１９
９０
�０
２
�１
４

グ
ラ
イ
ス
バ
ル
ト

－２
２３

�
�
�

４４
０
�
�

１９
７８
�０
５
�０
１
～
１９
９０
�０
２
�２
８

グ
ラ
イ
ス
バ
ル
ト

－３
２４

�
�
�

４４
０
�
�

１９
７９
�１
１
�０
１
～
１９
９０
�０
７
�２
２

グ
ラ
イ
ス
バ
ル
ト

－４
２５

�
�
�

４４
０
�
�

１９
８９
�１
１
�０
１
～
１９
８９
�１
１
�２
４

グ
ラ
イ
ス
バ
ル
ト

－５
２６

１９
９８
年
完
了

サ
イ
ト
解
放
済

即
時
解
体

�
�
�

２５
�
�

１９
７０
�０
７
�０
２
～
１９
７１
�０
４
�２
０

グ
ロ
ス
ヴ
ェ
ル
ツ
ハ
イ
ム
（
�
�
�
）

２７
２０
０６
年
完
了

設
備
・
機
器
の
解
体
撤
去
（
建
家
残
存
）

即
時
解
体

�
�
�

２５
０
�
�

１９
６７
�０
４
�１
２
～
１９
７７
�０
１
�１
３

グ
ン
ド
レ
ミ
ン
ゲ
ン
（
�
�
�
－�
）

２８
２０
１３
年

設
備
・
設
備
の
解
体
撤
去
済

即
時
解
体

�
�
�
�

１５
�
�

１９
６９
�０
５
�０
９
～
１９
８８
�１
２
�３
１

�
�
�
実
験
炉

２９
未
定

解
体
作
業
は
完
了

安
全
貯
蔵

�
�
�

１６
�
�

１９
６２
�０
２
�０
１
～
１９
８５
�１
１
�２
５

カ
ー
ル
�
�
�

３０
２０
１３
年

解
体
中

即
時
解
体

�
�
�
�
�

２０
�
�

１９
７９
�０
３
�０
３
～
１９
９１
�０
８
�２
３

カ
ー
ル
ス
ル
ー
へ
�
�
�
－Ⅱ

３１
２０
１１
年

解
体
中

即
時
解
体

�
�
�
�

５７
�
�

１９
６６
�１
２
�１
９
～
１９
８４
�０
５
�０
３

カ
ー
ル
ス
ル
ー
エ
�
�
�
�

３２
２０
１３
年
解
体
予
定

安
全
貯
蔵
中
（
�
�
�
�
年
ま
で
の
�
�
年
間
）

安
全
貯
蔵

�
�
�

２６
８
�
�

１９
６８
�１
０
�０
１
～
１９
７９
�０
１
�０
５

リ
ン
ゲ
ン
（
�
�
�
）

３３
２０
１４
年

解
体
中

即
時
解
体

�
�
�

１３
０２
�
�

１９
８７
�０
８
�０
１
～
１９
８８
�０
９
�０
９

ミ
ュ
ル
ハ
イ
ム
・
ケ
ー
ル
リ
ッ
ヒ

３４
１９
９５
年
完
了

解
体
及
び
サ
イ
ト
解
放
済

即
時
解
体

�
�
�
�
�

１０
６
�
�

１９
７３
�０
１
�０
１
～
１９
７４
�０
７
�２
１

ニ
ダ
ー
ア
イ
ヒ
バ
ッ
ハ
（
�
�
�
）

３５
２０
１２
年

解
体
中

即
時
解
体

�
�
�

７０
�
�

１９
６６
�１
０
�１
１
～
１９
９０
�０
６
�０
１

ラ
イ
ン
ス
ベ
ル
グ

３６
２０
１５
年

解
体
中

即
時
解
体

�
�
�

６７
２
�
�

１９
７２
�０
５
�１
９
～
２０
０３
�１
１
�１
４

シ
ュ
タ
ー
デ

３７
未
定

安
全
貯
蔵
中
（
�
�
�
�
年
ま
で
の
�
�
年
間
）

安
全
貯
蔵

�
�
�
�

３０
８
�
�

１９
８７
�０
６
�０
１
～
１９
８８
�０
４
�２
０

�
�
�
�
－�
�
�

３８
２０
１４
年

解
体
中

即
時
解
体

�
�
�

６７
０
�
�

１９
７５
�１
１
�１
１
～
１９
９４
�０
８
�２
６

ヴ
ュ
ル
ガ
ッ
セ
ン

３９
２０
２０
年

解
体
中

即
時
解
体

�
�
�

３５
７
�
�

１９
６９
�０
３
�３
１
～
２０
０５
�０
５
�１
１

オ
ビ
リ
ッ
ヒ
ハ
イ
ム

４０
未
定

未
定

未
定

�
�
�

１１
６７
�
�

１９
７４
�０
８
�２
５
～
２０
１１
�０
８
�０
６

ビ
ブ
リ
ス
�

４１
未
定

未
定

未
定

�
�
�

１２
４０
�
�

１９
７６
�０
４
�２
５
～
２０
１１
�０
８
�０
６

ビ
ブ
リ
ス
�

４２
未
定

未
定

未
定

�
�
�

７７
１
�
�

１９
７６
�０
７
�１
３
～
２０
１１
�０
８
�０
６

ブ
ル
ン
ス
ビ
ュ
ッ
テ
ル

４３
未
定

未
定

未
定

�
�
�

８７
８
�
�

１９
７７
�１
２
�０
３
～
２０
１１
�０
８
�０
６

イ
ザ
ー
ル
１

４４
未
定

未
定

未
定

�
�
�

１３
４６
�
�

１９
８３
�０
９
�２
８
～
２０
１１
�０
８
�０
６

ク
リ
ュ
ン
メ
ル

４５
未
定

未
定

未
定

�
�
�

７８
５
�
�

１９
７６
�０
６
�０
３
～
２０
１１
�０
８
�０
６

ネ
ッ
カ
ー
ヴ
ェ
ス
ト
ハ
イ
ム
１

４６
未
定

未
定

未
定

�
�
�

８９
０
�
�

１９
７９
�０
５
�０
５
～
２０
１１
�０
８
�０
６

フ
ィ
リ
ッ
プ
ス
ベ
ル
グ
１

４７
未
定

未
定

未
定

�
�
�

１３
４５
�
�

１９
７８
�０
９
�２
９
～
２０
１１
�０
８
�０
６

ウ
ン
タ
ー
ヴ
ェ
ー
ザ
ー

４８
２０
１６
年

解
体
中

安
全
貯
蔵

�
�
�

８８
２
�
�

１９
８１
�１
２
�０
１
～
１９
９０
�０
７
�０
１

カ
オ
ル
ソ

イ
タ
リ
ア

４９
２０
１５
年

解
体
中

安
全
貯
蔵

�
�
�

１６
０
�
�

１９
６４
�０
６
�０
１
～
１９
８２
�０
３
�０
１

ガ
リ
グ
リ
ア
ー
ノ

５０
２０
２０
年

解
体
中

安
全
貯
蔵

�
�
�

１６
０
�
�

１９
６４
�０
１
�０
１
～
１９
８７
�１
２
�０
１

ラ
テ
ィ
ー
ナ

５１
２０
１４
年

解
体
中

即
時
解
体

�
�
�

２７
０
�
�

１９
６５
�０
１
�０
１
～
１９
９０
�０
７
�０
１

ト
リ
ノ
・
ヴ
ェ
ル
チ
ェ
レ
ッ
セ

５２
１９
９６
年
完
了

建
物
解
体
撤
去
、
サ
イ
ト
解
放
済

即
時
解
体

�
�
�

１３
�
�

１９
６３
�１
０
�２
６
～
１９
７６
�０
３
�１
８

動
力
試
験
炉
（
��
�
�
）

日
本

９
基

５３
２０
１７
年

解
体
中

即
時
解
体

�
�
�

１６
６
�
�

１９
６６
�０
７
�２
５
～
１９
９８
�０
３
�３
１

東
海
発
電
所

５４



－　２５　－

廃
止
措
置
完
了

（
予
定
）
時
期

廃
止
措
置
現
状

廃
止
措
置

方
式

炉
　
型

電
気
出
力

（
グ
ロ
ス
）

運
　
転
　
期
　
間

施
　
　
設
　
　
名

国
�
�．

２０
２８
年

解
体
中

即
時
解
体

�
�
�
�
�

１６
５
�
�

１９
７９
�０
３
�２
０
～
２０
０３
�０
３
�２
９

「
ふ
げ
ん
」

日
本

９
基

５５

２０
３６
年

解
体
準
備
中

即
時
解
体

�
�
�

５４
０
�
�

１９
７６
�０
３
�１
７
～
２０
０９
�０
１
�３
０

浜
岡
発
電
所
１
号
機

５６
�
�
�

８４
０
�
�

１９
８７
�１
１
�２
９
～
２０
０９
�０
１
�３
０

浜
岡
発
電
所
２
号
機

５７
２０
４０
年
～
５０
年
目
標

ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
に
基
づ
き
事
前
準
備
開
始

未
定

�
�
�

４６
０
�
�

１９
７０
�１
１
�１
７
～
２０
１１
�０
５
�２
０

福
島
第
一
１
号
機

５８
２０
４０
年
～
５０
年
目
標

ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
に
基
づ
き
事
前
準
備
開
始

未
定

�
�
�

７８
４
�
�

１９
７３
�１
２
�２
４
～
２０
１１
�０
５
�２
０

福
島
第
一
２
号
機

５９
２０
４０
年
～
５０
年
目
標

ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
に
基
づ
き
事
前
準
備
開
始

未
定

�
�
�

７８
４
�
�

１９
７４
�１
０
�２
６
～
２０
１１
�０
５
�２
０

福
島
第
一
３
号
機

６０
２０
４０
年
～
５０
年
目
標

ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
に
基
づ
き
事
前
準
備
開
始

未
定

�
�
�

７８
４
�
�

１９
７８
�０
２
�２
４
～
２０
１１
�０
５
�２
０

福
島
第
一
４
号
機

６１
２０
７５
年
頃

廃
止
措
置
計
画
準
備
中

安
全
貯
蔵

�
�
�

９０
�
�

１９
７３
�０
７
�１
６
～
１９
９９
�０
４
�２
２

�
�
－３
５０

カ
ザ
フ
ス
タ
ン

６２

未
定

運
転
停
止

未
定

�
�
�
�

１３
００
�
�

１９
８３
�１
２
�３
１
～
２０
０４
�１
２
�３
１

イ
グ
ナ
リ
ア

－１
リ
ト
ア
ニ
ア

６３
�
�
�
�

１３
００
�
�

１９
８７
�０
８
�２
０
～
２０
０９
�１
２
�３
１

イ
グ
ナ
リ
ナ

－２
６４

２０
４５
年
以
降

安
全
貯
蔵
中

安
全
貯
蔵

�
�
�

６０
�
�

１９
６９
�０
３
�２
６
～
１９
９７
�０
３
�２
６

ド
ー
テ
バ
ル
ト

オ
ラ
ン
ダ

６５

不
明

安
全
貯
蔵
準
備
中

安
全
貯
蔵

�
�
�
�

１０
８
�
�

１９
６４
�０
４
�２
６
～
１９
８３
�０
１
�０
１

ベ
ロ
ヤ
ル
ス
ク

－１

ロ
シ
ア

６６
�
�
�
�

１６
０
�
�

１９
６９
�１
２
�０
１
～
１９
９０
�０
１
�０
１

ベ
ロ
ヤ
ル
ス
ク

－２
６７

不
明

安
全
貯
蔵
終
了
し
解
体
中

安
全
貯
蔵

�
�
�

２１
０
�
�

１９
６４
�１
２
�３
１
～
１９
８４
�０
２
�１
６

ノ
ボ
ボ
ロ
ネ
ジ

－１
６８

�
�
�

３６
５
�
�

１９
７０
�０
４
�１
４
～
１９
９０
�０
８
�２
９

ノ
ボ
ボ
ロ
ネ
ジ

－２
６９

不
明

燃
料
撤
去
後
博
物
館
化
さ
れ
た
。

安
全
貯
蔵

�
�
�
�

６
�
�

１９
５４
�１
２
�０
１
～
２０
０２
�０
４
�２
９

オ
ブ
ニ
ン
ス
ク
�
�
�
－１

７０
２０
５７
年
頃

安
全
貯
蔵
中

安
全
貯
蔵

�
�
�
�
�

１４
３
�
�

１９
７２
�１
２
�２
５
～
１９
７７
�０
２
�２
２

ボ
フ
ニ
チ
ェ

－�
１

ス
ロ
バ
キ
ア

７１

２０
６２
年
頃

安
全
貯
蔵
準
備
中

即
時
解
体

�
�
�

４４
０
�
�

１９
８０
�０
４
�０
１
～
２０
０６
�１
２
�３
１

ボ
フ
ニ
チ
ェ

－�
�
－�

７２
�
�
�

４４
０
�
�

１９
８１
�０
１
�０
１
～
２０
０８
�１
２
�３
１

ボ
フ
ニ
チ
ェ

－�
�
－�

７３
２０
２８
年
以
降

安
全
貯
蔵
中

安
全
貯
蔵

�
�
�

５０
０
�
�

１９
７２
�０
５
�０
６
～
１９
８９
�１
０
�１
９

バ
ン
デ
ロ
ス

－１
ス
ペ
イ
ン

７４
不
明

廃
止
措
置
準
備
中

安
全
貯
蔵

�
�
�

１５
０
�
�

１９
６８
�０
７
�１
４
～
２０
０６
�０
４
�３
０

ホ
セ
・
カ
ブ
レ
ラ

－１
７５

２０
４０
年
頃

安
全
貯
蔵
準
備
中

安
全
貯
蔵

�
�
�
�

１０
�
�

１９
６４
�０
５
�０
１
～
１９
７４
�０
６
�０
２

オ
ゲ
ス
タ

ス
ウ
ェ
ー
デ
ン

７６

２０
２０
年
頃
解
体
開
始

安
全
貯
蔵
中
（
�
�
�
－２
処
分
場
開
設
待
）

安
全
貯
蔵

�
�
�

６１
５
�
�

１９
７５
�０
７
�０
１
～
１９
９９
�１
１
�３
０

バ
ー
セ
ベ
ッ
ク

－１
７７

�
�
�

６１
５
�
�

１９
７７
�０
３
�２
１
～
２０
０５
�０
５
�３
１

バ
ー
セ
ベ
ッ
ク

－２
７８

１９
９４
年
完
了

安
全
貯
蔵
後
解
体
し
サ
イ
ト
解
放
済

安
全
貯
蔵

�
�
�
�
�

６
�
�

１９
６８
�０
１
�２
９
～
１９
６９
�０
１
�２
１

ル
ー
セ
ン

ス
イ
ス

７９

解
体
、
敷
地
除
染
修
復

（
２０
４６
～
２０
６５
年
）

安
全
貯
蔵
中
（
２０
４５
年
ま
で
）

安
全
貯
蔵

�
�
�
�

１０
００
�
�

１９
７８
�０
５
�２
７
～
１９
９６
�１
１
�３
０

チ
ェ
ル
ノ
ブ
イ
ル

－１

ウ
ク
ラ
イ
ナ

８０
�
�
�
�

１０
００
�
�

１９
７８
�０
５
�２
８
～
１９
９１
�１
０
�１
１

チ
ェ
ル
ノ
ブ
イ
ル

－２
８１

�
�
�
�

１０
００
�
�

１９
８２
�０
８
�２
７
～
２０
００
�１
２
�１
５

チ
ェ
ル
ノ
ブ
イ
ル

－３
８２

�
�
�
�

１０
００
�
�

１９
８４
�０
３
�２
６
～
１９
８６
�０
４
�２
６

チ
ェ
ル
ノ
ブ
イ
ル

－４
８３

２０
７４
年
ま
で
安
全
貯
蔵

後
解
体

安
全
貯
蔵
準
備
中
（
２０
０６
年
～
２０
１３
年
）

安
全
貯
蔵

�
�
�

１６
６
�
�

１９
６２
�０
６
�１
２
～
１９
８９
�０
３
�３
１

バ
ー
ク
レ
－１

イ
ギ
リ
ス

２９
基

８４
�
�
�

１６
６
�
�

１９
６２
�１
０
�２
０
～
１９
８８
�１
０
�２
６

バ
ー
ク
レ
－２

８５
８０
年
間（
２０
９５
年
ま
で
）

安
全
貯
蔵
後
解
体

安
全
貯
蔵
準
備
中
（
２０
０６
年
～
２０
１５
年
）

安
全
貯
蔵

�
�
�

１４
６
�
�

１９
６２
�０
７
�０
１
～
２０
０２
�０
３
�３
１

ブ
ラ
ッ
ド
ウ
ェ
ル

－１
８６

�
�
�

１４
６
�
�

１９
６２
�１
１
�１
２
～
２０
０２
�０
３
�３
０

ブ
ラ
ッ
ド
ウ
ェ
ル

－２
８７

８０
年
の
安
全
貯
蔵
期
間

後
解
体

安
全
貯
蔵
準
備
中
（
２０
０６
年
～
２０
２６
年
）

安
全
貯
蔵

�
�
�

６０
�
�

１９
５６
�１
０
�０
１
～
２０
０３
�０
３
�３
１

コ
ー
ル
ダ
ー
ホ
ー
ル

－１
８８

�
�
�

６０
�
�

１９
５７
�０
２
�０
１
～
２０
０３
�０
３
�３
１

コ
ー
ル
ダ
ー
ホ
ー
ル

－２
８９



－　２６　－

廃
止
措
置
完
了

（
予
定
）
時
期

廃
止
措
置
現
状

廃
止
措
置

方
式

炉
　
型

電
気
出
力

（
グ
ロ
ス
）

運
　
転
　
期
　
間

施
　
　
設
　
　
名

国
�
�．

８０
年
の
安
全
貯
蔵
期
間

後
解
体

安
全
貯
蔵
準
備
中
（
２０
０６
年
～
２０
２６
年
）

安
全
貯
蔵

�
�
�

６０
�
�

１９
５８
�０
５
�０
１
～
２０
０３
�０
３
�３
１

コ
ー
ル
ダ
ー
ホ
ー
ル

－３

イ
ギ
リ
ス

２９
基

９０
�
�
�

６０
�
�

１９
５９
�０
４
�０
１
～
２０
０３
�０
３
�３
１

コ
ー
ル
ダ
ー
ホ
ー
ル

－４
９１

６５
年
間（
２０
８１
年
ま
で
）

安
全
貯
蔵
後
解
体

安
全
貯
蔵
準
備
中
（
１９
９５
年
～
２０
１６
年
）

安
全
貯
蔵

�
�
�

１７
３
�
�

１９
６４
�０
２
�０
５
～
１９
９０
�０
３
�３
０

ハ
ン
タ
ー
ス
ト
ン

－Ａ
１

９２
�
�
�

１７
３
�
�

１９
６４
�０
７
�０
１
～
１９
８９
�１
２
�３
１

ハ
ン
タ
ー
ス
ト
ン

－Ａ
２

９３
８０
年
間（
２０
９５
年
ま
で
）

安
全
貯
蔵
後
解
体

安
全
貯
蔵
準
備
中
（
２０
０４
年
～
２０
１４
年
）

安
全
貯
蔵

�
�
�

２６
７
�
�

１９
６５
�０
３
�３
０
～
２０
００
�０
５
�２
３

ヒ
ン
ク
レ
ー
ポ
イ
ン
ト

－Ａ
１

９４
�
�
�

２６
７
�
�

１９
６５
�０
５
�０
５
～
２０
００
�０
５
�２
３

ヒ
ン
ク
レ
ー
ポ
イ
ン
ト

－Ａ
２

９５
未
定

未
定

未
定

�
�
�

２３
０
�
�

１９
６７
�１
１
�０
７
～
２０
１２
�０
２
�２
９

オ
ー
ル
ド
ベ
リ

－�
１

９６
未
定

未
定

未
定

�
�
�

２３
０
�
�

１９
６８
�０
４
�０
６
～
２０
１１
�０
６
�３
０

オ
ー
ル
ド
ベ
リ

－�
２

９７
２０
８８
年
ま
で
安
全
貯
蔵

後
解
体

安
全
貯
蔵
準
備
中
（
１９
９５
年
～
２０
１２
年
）

安
全
貯
蔵

�
�
�

２３
．６
�
�

１９
６５
�０
３
�２
４
～
１９
９１
�０
２
�０
６

ト
ロ
ー
ス
フ
ィ
ニ
ッ
ド

－１
９８

�
�
�

２３
．６
�
�

１９
６５
�０
３
�２
４
～
１９
９１
�０
２
�０
４

ト
ロ
ー
ス
フ
ィ
ニ
ッ
ド

－２
９９

２１
０２
年
ま
で
安
全
貯
蔵

後
解
体

安
全
貯
蔵
準
備
中
（
２０
０９
年
～
２０
１７
年
）

安
全
貯
蔵

�
�
�

２４
５
�
�

１９
６６
�０
３
�２
５
～
２０
０６
�１
２
�３
１

サ
イ
ズ
ウ
ェ
ル

－Ａ
１

１０
０

�
�
�

２４
５
�
�

１９
６６
�０
９
�１
５
～
２０
０６
�１
２
�３
１

サ
イ
ズ
ウ
ェ
ル

－Ａ
２

１０
１

２１
０２
年
ま
で
安
全
貯
蔵

後
解
体

安
全
貯
蔵
準
備
中
（
２０
０９
年
～
２０
１７
年
）

安
全
貯
蔵

�
�
�

２３
０
�
�

１９
６５
�１
０
�２
８
～
２０
０６
�１
２
�３
１

ダ
ン
ジ
ネ
ス

－Ａ
１

１０
２

�
�
�

２３
０
�
�

１９
６５
�１
２
�３
０
～
２０
０６
�１
２
�３
１

ダ
ン
ジ
ネ
ス

－Ａ
２

１０
３

２１
１６
年
ま
で
安
全
貯
蔵

後
解
体
、
２１
２８
年
に
サ

イ
ト
解
放
予
定

安
全
貯
蔵
準
備
中
（
２０
１１
年
～
２０
１８
年
）

安
全
貯
蔵

�
�
�

６０
�
�

１９
５９
�０
３
�０
１
～
２０
０４
�０
６
�２
９

チ
ャ
ペ
ル
ク
ロ
ス

－１
１０
４

�
�
�

６０
�
�

１９
５９
�０
３
�０
１
～
２０
０４
�０
６
�２
９

チ
ャ
ペ
ル
ク
ロ
ス

－２
１０
５

�
�
�

６０
�
�

１９
５９
�０
３
�０
１
～
２０
０４
�０
６
�２
９

チ
ャ
ペ
ル
ク
ロ
ス

－３
１０
６

１
～
３
号
機
と
同
じ

安
全
貯
蔵
準
備
中
（
２０
１１
年
～
２０
１８
年
）

安
全
貯
蔵

�
�
�

６０
�
�

１９
５９
�０
３
�０
１
～
２０
０４
�０
６
�２
９

チ
ャ
ペ
ル
ク
ロ
ス

－４
１０
７

未
定

未
定

未
定

�
�
�

５５
０
�
�

１９
７１
�６
�２
１
～
２０
１２
�０
４
�２
５

ウ
イ
ル
フ
ァ
ー

－２
１０
８

２０
２４
年

解
体
中

即
時
解
体

�
�
�

１４
�
�

１９
６２
�１
０
�０
１
～
１９
７７
�０
３
�０
１

ド
ン
レ
ー
�
�
�

１０
９

２０
２４
年

解
体
中

即
時
解
体

�
�
�

２５
０
�
�

１９
７６
�０
７
�０
１
～
１９
９４
�０
３
�３
１

ド
ン
レ
ー
�
�
�

１１
０

２０
２８
年

解
体
中

解
体
へ
変
更

�
�
�

３６
�
�

１９
６３
�０
２
�０
１
～
１９
８１
�０
４
�０
３

ウ
イ
ン
ズ
ケ
ー
ル
�
�
�
�

１１
１

２０
４２
年
へ
変
更

解
体
中
（
２０
１５
年
完
了
予
定
）

解
体
へ
変
更

�
�
�
�
�

１０
０
�
�

１９
６８
�０
１
�０
１
～
１９
９０
�０
９
�１
１

ウ
イ
ン
フ
リ
ス
�
�
�
�
�

１１
２

２０
０７
年
完
了

サ
イ
ト
解
放
済

即
時
解
体

�
�
�

７１
�
�

１９
６５
�１
１
�０
１
～
１９
９７
�０
８
�２
９

ビ
ッ
グ
ロ
ッ
ク
ポ
イ
ン
ト

ア
メ
リ
カ

３０
基

１１
３

２０
１９
年
完
了
予
定

安
全
貯
蔵
中

安
全
貯
蔵

�
�
�

２４
�
�

１９
５７
�１
０
�１
９
～
１９
６３
�１
２
�０
９

�
�
バ
レ
シ
ト
ス

１１
４

２０
０９
年
完
了

サ
イ
ト
解
放
済

安
全
貯
蔵

�
�
�
�
�

１９
�
�

１９
６３
�１
２
�１
８
～
１９
６７
�０
１
�０
１

�
�
�
�

１１
５

２０
３６
年
完
了
予
定

安
全
貯
蔵
中
（
２０
０７
年
～
２０
２７
年
）

安
全
貯
蔵

�
�
�

２０
７
�
�

１９
６０
�０
７
�０
４
～
１９
７８
�１
０
�３
１

ド
レ
ス
デ
ン

－１
１１
６

１９
７４
年
完
了

サ
イ
ト
解
放
済

即
時
解
体

�
�
�

２４
�
�

１９
６４
�０
７
�０
１
～
１９
６８
�０
２
�０
１

エ
ル
ク
リ
バ
ー

１１
７

２０
１２
年
予
定

解
体
中

安
全
貯
蔵

�
�
�

６５
�
�

１９
６６
�０
８
�０
５
～
１９
７２
�０
９
�２
２

エ
ン
リ
コ
・
フ
ェ
ル
ミ

－１
１１
８

未
定

安
全
貯
蔵
中

安
全
貯
蔵

�
�
�

２０
�
�

１９
６５
�０
１
�０
１
～
１９
９４
�０
９
�０
１

�
�
�
－Ⅱ

１１
９

７５
年
間
��
�
後
解
体

��
�（
繭
化
）方
式
の
安
全
貯
蔵
準
備
中

安
全
貯
蔵

�
�
�
�

８６
０
�
�

１９
６６
�０
４
�０
１
～
１９
８８
�０
２
�０
１

ハ
ン
フ
ォ
ー
ド
Ｎ
原
子
炉

１２
０

１９
９７
年
完
了

サ
イ
ト
解
放
済

即
時
解
体

�
�
�
�

３４
２
�
�

１９
７９
�０
７
�０
１
～
１９
８９
�０
８
�２
９

フ
ォ
ー
ト
・
セ
ン
ト
・
ブ
レ
イ
ン

１２
１

２０
０７
年
完
了

サ
イ
ト
解
放
済

即
時
解
体

�
�
�

６０
３
�
�

１９
６８
�０
１
�０
１
～
１９
９６
�１
２
�０
５

ハ
ダ
ム
ネ
ッ
ク
（
�
・
�
）

１２
２

１９
６９
年
完
了

隔
離
中
（
１０
０
年
以
上
）

遮
へ
い
隔
離

そ
の
他

８４
�
�

１９
６３
�１
１
�０
１
～
１９
６４
�０
９
�０
１

ハ
ー
ラ
ム

１２
３

２０
１５
年
完
了
予
定

解
体
準
備
中

安
全
貯
蔵

�
�
�

６５
�
�

１９
６３
�０
８
�０
１
～
１９
７６
�０
７
�０
２

フ
ン
ボ
ル
ト
・
ベ
イ
ー

１２
４



－　２７　－

廃
止
措
置
完
了

（
予
定
）
時
期

廃
止
措
置
現
状

廃
止
措
置

方
式

炉
　
型

電
気
出
力

（
グ
ロ
ス
）

運
　
転
　
期
　
間

施
　
　
設
　
　
名

国
�
�．

２０
２６
年
完
了
予
定

安
全
貯
蔵
中
（
～
２０
１３
年

安
全
貯
蔵

�
�
�

２７
７
�
�

１９
６２
�１
０
�０
１
～
１９
７４
�１
０
�３
１

イ
ン
デ
ア
ン
・
ポ
イ
ン
ト

－１

ア
メ
リ
カ

３０
基

１２
５

２０
２６
年
完
了
予
定

解
体
予
定

安
全
貯
蔵

�
�
�

５３
�
�

１９
６９
�１
１
�０
７
～
１９
８７
�０
４
�３
０

ラ
ク
ロ
ス

１２
６

２０
０５
年
完
了

サ
イ
ト
解
放
済

即
時
解
体

�
�
�

９０
０
�
�

１９
７２
�１
２
�２
８
～
１９
９７
�０
８
�０
１

メ
イ
ン
ヤ
ン
キ
ー

１２
７

未
定

安
全
貯
蔵
中

安
全
貯
蔵

�
�
�

６８
４
�
�

１９
７１
�０
３
�０
１
～
１９
９８
�０
７
�０
１

ミ
ル
ス
ト
ン
－１

１２
８

２０
０７
年
完
了

サ
イ
ト
解
放
済

安
全
貯
蔵

�
�
�

６６
�
�

１９
６６
�０
７
�０
２
～
１９
６７
�１
０
�０
１

パ
ス
フ
ァ
イ
ン
ダ
ー

１２
９

２０
３４
年
以
降
予
定

安
全
貯
蔵
中

安
全
貯
蔵

�
�
�
�

４２
�
�

１９
６７
�０
６
�０
１
～
１９
７４
�１
１
�０
１

ピ
ー
チ
ボ
ト
ム

－１
１３
０

１９
６９
年
完
了

隔
離
中
（
放
射
能
減
衰
に
１２
０
年
以
上
）

遮
へ
い
隔
離

そ
の
他

１２
�
�

１９
６３
�１
１
�０
１
～
１９
６６
�０
１
�０
１

ピ
カ
ー

１３
１

１９
７０
年
完
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－　２８　－

　前報告から平成２５年２月末までの外部機関委員会等への参加者は以下の通りである。

開催日時参加者氏名委員会等の名称外部機関名

１０月５日澁谷　　進
平成２４年度　放射性物質汚染廃棄物の処理に
関する講習会（講演）【埼玉会場】

（公財）日本産業廃棄
物処理振興センター

１１月１日澁谷　　進
平成２４年度産業廃棄物処理業者セミナー
（講演）「放射性物質汚染対処特別特措法」

（社）千葉県産業廃棄
物協会

１１月２２日澁谷　　進
平成２４年度　放射性物質汚染廃棄物の処理に
関する講習会（講演）【宮城会場】

（公財）日本産業廃棄
物処理振興センター

１１月２７日澁谷　　進
平成２４年度　放射性物質汚染廃棄物の処理に
関する講習会（講演）【東京会場】

（公財）日本産業廃棄
物処理振興センター

２月７日榎戸　裕二第２１回廃止措置検討会
（独）原子力安全基盤
機構

委員会等参加報告
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